
＜様式１＞

平成　27年　05月　22日

国土交通大臣　　殿

株式会社Ｔ＆Ｔ

Ⅴ-1, Ⅵ-1

沖縄県那覇市銘苅322-5　

098-867-0708

株式会社Ｔ＆Ｔ

Ⅴ-1, Ⅵ-1

098-867-0776

info@okinawa-mokuzou.jp

事務局電話番号

事務局FAX

事務局担当者E-mail

比嘉　武 代表者印

長勢　真貴子 印

900-0004

（グループ事務局）

事務局事業者名

事務局構成員番号

事務局担当者名

沖縄県那覇市銘苅322-5　

098-867-0708

事務局郵便番号

代表者構成員番号

（グループ代表者）

代表者名

事務局所在地

代表者所属先

代表者所在地

代表者電話番号

  ※過去に地域型ブランド化事業で
     採択を受けたグループは記入

直近採択グループ番号

地域型住宅グリーン化事業　適用申請書

本申請書の内容により、地域型住宅グリーン化事業の適用を申請します。
この申請書及び添付資料に記載の事項は、事実に相違ありません。

地域型住宅の名称 沖縄パッシブ住宅

グループの名称 沖縄木造住宅協同組合

04-0181-0476



＜地域型住宅の生産体制＞ ＜様式２－１＞

１．地域型住宅の名称（必須）

２．グループの名称(必須）

３．直近採択グループ番号（必須）

４．地域型住宅供給対象地域（必須）

５．結成年（必須） 年

６．グループ代表者名（必須）

７．グループ代表者の所属先（必須）

８．グループ代表者の構成員番号（必須）

９．グループ代表者所在地（必須）

１０．グループ代表者電話番号（必須）

１１．グループ事務局事業者名（必須）

１２．グループ事務局の構成員番号（必須）

１３．グループ事務局担当者名（必須）

１４．グループ事務局郵便番号（必須）

１５．グループ事務局所在地（必須）

１６．グループ事務局電話番号（必須）

１７．グループ事務局FAX番号（必須）

１８．グループ事務局担当者E-mail（必須）

Ⅰ．原木供給

Ⅱ．製材・集成材製造・合板製造

Ⅲ．建材流通（木材を扱わない事業者を除く)

Ⅳ．プレカット

Ⅴ．設計

Ⅵ．施工

Ⅶ．省エネルギー設備等の流通

Ⅷ．木材を扱わない流通

Ⅸ．Ⅰ～Ⅷ以外の業種

番号記入欄

1

1

2

9 戸 9 戸

5 戸 4 戸

1 戸 0 戸 1 戸

4 戸 4 戸 8 戸

7 戸 7 戸

3 戸 3 戸

4 戸 4 戸

8 戸 8 戸

3 戸 3 戸

5 戸 5 戸

棟 ㎡

棟 ㎡

D．当提案が採択された場合の各住宅事業者に
　　おける補助対象戸数の配分ルール　（必須）

戸 1 戸

採択棟数 0 棟 0 ㎡

戸

かごしま材の証明

認証かごしま材認証制度

国内

木造建築物

完了実績見込み
交付申請戸数

かごしま材 鹿児島県

国内

1

Ａ．使用する地域材に関する事項　（必須）

E．平成２６年度の執行状況
　　（Ｈ２６年度地域型ブランド化事業採択
　　 グループのみ必須）

竣工予定
採択戸数 1 戸

竣工済

長期優良住宅

採択床面積

認証制度等の名称
※以下該当の①、②、③の番号を番号記入欄に記入してください。
　①都道府県の産地認証制度等によるもの
　②民間の第三者機関による認証制度(FSC、PEFC、SGEC等)
　③林野庁作成の「木材・木材製品の合法性、持続可能性のため
      のガイドライン(平成18年2月)に基づき合法性が証明されるもの

2

4

国内・国外対象となる地域材の名称

0

0

Ⅴ-1, Ⅵ-1

沖縄県那覇市銘苅322-5　

098-867-0708

株式会社Ｔ＆Ｔ

Ⅴ-1, Ⅵ-1

info@okinawa-mokuzou.jp

（構成員を含まない理由）

3

長勢　真貴子

900-0004

沖縄県那覇市銘苅322-5　

098-867-0708

098-867-0776

（構成員数）   

認証かごしま材

沖縄パッシブ住宅

沖縄木造住宅協同組合

04-0181-0476

沖縄県

比嘉　武

2009

4

2

地域材の産地

          

5

2

株式会社Ｔ＆Ｔ

鹿児島県 国内

SGEC認証制度合法木材 全国

優良建築物

うち経験工務店による長期優良
住宅　合計

C．平成２7年度における補助対象の優良

建築物の申請棟数及び床面積（優良建築物を

供給するグループのみ必須）

うち申請が確実

うち申請が未確定

高度省エネ型（ゼロ・エネルギー住宅）　合計

Ｂ．平成２７年度における補助対象の木造住宅
　　の申請戸数及び地域材加算申請戸数
　　（必須）

高度省エネ型（認定低炭素住宅）　合計

長寿命型（長期優良住宅）
　経験工務店＋未経験工務店の合計

うち申請が確実

うち申請が未確定

地域材加算
（うち申請が確実）

地域材加算
（うち申請が未確定）

地域材加算
（うち申請が確実）

地域材加算
（うち申請が未確定）

地域材加算合計

地域材加算合計

うち申請が未確定

地域材加算合計

地域材加算
（うち申請が未確定）

うち申請が確実

地域材加算
（うち申請が確実）

うち未経験工務店による長期優良
住宅　合計

これまで長期優良住宅への取り組みが少ない工務店や受注が確実視されている工務店へ優先的に配分していく。

うち申請が未確定

うち申請が確実

うち申請が未確定

うち申請が確実



＜様式 2-2・Ⅰ＞

県
番号

事業者名 代表者名 郵便番号

45 Ⅰ - 4 日南製材事業協同組合 889-2402

45 Ⅰ - 5 都城森林組合 885-0055

46 Ⅰ - 6 曽於地区森林組合 899-7512

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

宮崎県都城市早鈴町5085番地 0986-23-8787

鹿児島県志布志市有明町野神3687番地1 099-475-1721

＜グループ構成員記入用リスト＞Ⅰ．原木供給（長寿命型、高度省エネ型、優良建築物共通）

グループ構成員に原木供給者を含まない場合、及びグループにおける地域材供給ルートにおいて原木供給者を含まないことがある場合の理由

電話番号

0987-55-2251宮崎県日南市北郷町郷之原乙72-1

構成員
番号

所在地

Ⅰ．原木供給



＜様式 2-2・Ⅱ＞

県
番号

事業者名 代表者名 郵便番号

45 Ⅱ - 7 都城木材株式会社 885-0006

45 Ⅱ - 8 株式会社高嶺木材 889-2311

46 Ⅱ - 9 山佐木材株式会社 893-1206

46 Ⅱ - 10 協同組合きもつき木材高次加工センター 893-1206

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

鹿児島県肝属郡肝付町前田2090番地

Ⅱ．製材・集成材・合板製造

鹿児島県肝属郡肝付町前田2090番地 0994-63-4047

0994-31-4141

宮崎県都城市吉尾町758番地1 0986-38-1500

宮崎県日南市大字伊比井173-1 0987-29-1234

＜グループ構成員記入用リスト＞Ⅱ．製材・集成材・合板製造（長寿命型、高度省エネ型、優良建築物共通）

グループ構成員に製材・集成材・合板製造業者を含まない場合、及びグループにおける地域材供給ルートにおいて製材・集成材・合板製造業者を含まないことがある場合の理由

構成員
番号

所在地 電話番号



＜様式 2-2・Ⅲ＞

県
番号

事業者名 代表者名 郵便番号

45 Ⅲ - 8 株式会社高嶺木材 889-2311

46 Ⅲ - 11 鹿児島県木材商業協同組合 891-0115

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ．建材流通（木材を扱わない事業者を除く）

宮崎県日南市大字伊比井173-1 0987-29-1234

鹿児島県鹿児島市東開町10番地4 099-268-1366

＜グループ構成員記入用リスト＞Ⅲ．建材流通（木材を扱わない事業者を除く、長寿命型、高度省エネ型、優良建築物共通）

グループ構成員に建材流通（木材を扱わない事業者を除く）を含まない場合、及びグループにおける地域材供給ルートにおいて建材流通（木材を扱わない事業者を除く）を含まないことがある場合の理由

構成員
番号

所在地 電話番号



＜様式 2-2・Ⅳ＞

県
番号

事業者名 代表者名 郵便番号

46 Ⅳ - 12 株式会社マルヒラ 891-0115

45 Ⅳ - 13 飫肥の国プレカット協同組合 889-2311

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

鹿児島県鹿児島市東開町4-18 099-268-3171

宮崎県日南市大字伊比井2895番地1 0987-21-6056

Ⅳ．プレカット

＜グループ構成員記入用リスト＞　Ⅳ．プレカット（長寿命型、高度省エネ型、優良建築物共通）

グループ構成員にプレカット事業者を含まない場合、及びグループにおける地域材供給ルートにおいてプレカット事業者を含まないことがある場合の理由

構成員
番号

所在地 電話番号



＜様式 2-2・Ⅴ＞

○ ○

47 Ⅴ - 1 株式会社Ｔ＆Ｔ 900-0004

47 Ⅴ - 14 株式会社　住太郎ホーム 900-0012

47 Ⅴ - 15 大晋建設株式会社 900-0024

47 Ⅴ - 16 株式会社幸健ホーム 900-0004

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

098-869-8923

郵便番号 所在地 電話番号

沖縄県那覇市銘苅322-5　 098-867-0708

Ⅴ．設計

沖縄県那覇市泊2丁目15番地9 098-943-5077

沖縄県那覇市古波蔵3-6-5 098-831-7777

沖縄県那覇市銘苅2丁目10番地1号

＜グループ構成員記入用リスト＞Ⅴ．設計（長寿命型、高度省エネ型、優良建築物共通）

グループ構成員に設計事業者を含まない場合、その理由

県
番号

省エネ
講習

修了済

省エネ
講習
受講
予定

構成員
番号

事業者名 代表者名



＜様式 2-2・Ⅵ-1＞

○ ○

47 Ⅵ - 1 株式会社Ｔ＆Ｔ 900-0004 ○

47 Ⅵ - 14 株式会社　住太郎ホーム 900-0012 ○

47 Ⅵ - 15 大晋建設株式会社 900-0024 ○

47 Ⅵ - 16 株式会社幸健ホーム 900-0004 ○

47 Ⅵ - 17 株式会社ちゅらきや 901-1303 ○

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

沖縄県那覇市古波蔵3-6-5 098-831-7777

所在地

沖縄県那覇市銘苅2丁目10番地1号 098-869-8923

沖縄県島尻郡与那原町与那原2947-1 098-946-3115

省エネ
講習
受講
予定

沖縄県那覇市銘苅322-5　 098-867-0708

沖縄県那覇市泊2丁目15番地9 098-943-5077

Ⅵ．施工-1（長寿命型、高度省エネ型、優良建築物共通）

電話番号
省エネ
講習

修了済

＜グループ構成員記入用リスト＞Ⅵ．施工-1（長寿命型、高度省エネ型、優良建築物共通）

県
番号

構成員
番号

事業者名 代表者名 郵便番号



＜様式 2-2・Ⅵ-2＞

県
番号

補助金
の活用
実績

被災地
に該当

○ ○

47 Ⅵ - 1 戸 戸 戸 戸

47 Ⅵ - 14 戸 戸 戸 戸

47 Ⅵ - 15 戸 戸 戸 戸

47 Ⅵ - 16 戸 戸 戸 戸 ○

47 Ⅵ - 17 戸 戸 戸 戸 ○

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸

13 9 3 2

株式会社ちゅらきや 2 1 1 0

株式会社幸健ホーム

34 32 0 0

大晋建設株式会社 19 19 0 0

株式会社　住太郎ホーム

株式会社Ｔ＆Ｔ 19 18 0 0

元請の新築住宅供給戸数

構成員
番号

事業者名 平成26年（1月～12月）実績

＜グループ構成員記入用リスト＞Ⅵ． 施工－2 （長寿命型）

Ⅵ．施工-2（長寿命型） うち木造の長期優良住宅

Ｈ26年実績 直近3年平均 Ｈ26年実績 直近3年平均



＜様式 2-2・Ⅵ-3＞

県
番号

補助金
の活用
実績

被災地
に該当

○ ○

47 Ⅵ - 1 戸 戸 戸 戸 戸 戸

47 Ⅵ - 14 戸 戸 戸 戸 戸 戸

47 Ⅵ - 15 戸 戸 戸 戸 戸 戸

47 Ⅵ - 16 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ○

47 Ⅵ - 17 戸 戸 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸

Ⅵ
- 戸 戸 戸 戸 戸 戸

株式会社ちゅらきや 2 1 0 0

0株式会社幸健ホーム 13 9 0 0 0

大晋建設株式会社 19 19 0 0 0

0 0

株式会社　住太郎ホーム 34 32

Ⅵ．施工-3（高度省エネ型）

0

株式会社Ｔ＆Ｔ 19 18 0 0 0

0 0 0

0

うち木造認定低炭素住宅 うち木造ゼロエネ住宅

0

Ｈ26年実績 直近3年平均 Ｈ26年実績 直近3年平均 Ｈ26年実績 直近3年平均

＜グループ構成員記入用リスト＞Ⅵ． 施工-３（高度省エネ型）

構成員
番号

事業者名 平成26年（1月～12月）実績

元請の新築住宅供給戸数



＜様式 2-2・Ⅵ-4＞

県
番号

補助金
の活用
実績

○

47 Ⅵ - 1 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

47 Ⅵ - 14 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

47 Ⅵ - 15 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

47 Ⅵ - 16 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

47 Ⅵ - 17 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

＜グループ構成員記入用リスト＞Ⅵ． 施工－４（優良建築物用）

Ⅵ．施工-4（優良建築物）

株式会社ちゅらきや 2 1 1 0

19 0 0

株式会社幸健ホーム 13 9 3 2

大晋建設株式会社 19

株式会社Ｔ＆Ｔ 19 18 0 0

Ｈ26年実績

着工床面積

直近3年平均

平成26年（1月～12月）実績

株式会社　住太郎ホーム 34 32 0 0

構成員
番号

事業者名

元請の新築住宅供給戸数
うち木造の長期優良住宅

Ｈ26年実績 直近3年平均 Ｈ26年実績 直近3年平均



＜様式 2-2・Ⅶ＞

県
番号

事業者名 代表者名 郵便番号

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

＜グループ構成員記入用リスト＞Ⅶ．省エネルギー設備等の流通

Ⅶ．省エネルギー設備等の流通

構成員
番号

所在地 電話番号



＜様式 2-2・Ⅷ＞

県
番号

事業者名 代表者名 郵便番号

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

＜グループ構成員記入用リスト＞Ⅷ．木材を扱わない流通

構成員
番号

所在地 電話番号

Ⅷ．木材を扱わない流通



＜様式 2-2・Ⅸ＞

県
番号

事業者名 代表者名 郵便番号

13 Ⅸ - 18 一般社団法人ＪＢＮ 104-0032

13 Ⅸ - 19 一般社団法人全国木造建設事業協会 104-0032

Ⅸ -

Ⅸ -

Ⅸ -

Ⅸ -

Ⅸ -

Ⅸ -

Ⅸ -

Ⅸ -

Ⅸ -

Ⅸ -

Ⅸ -

Ⅸ -

Ⅸ -

Ⅸ -

Ⅸ -

Ⅸ -

Ⅸ -

Ⅸ -

Ⅸ -

Ⅸ -

Ⅸ -

Ⅸ -

Ⅸ -

Ⅸ -

Ⅸ -

Ⅸ -

Ⅸ -

Ⅸ -

Ⅸ -

Ⅸ -

Ⅸ -

Ⅸ -

Ⅸ -

Ⅸ -

Ⅸ -

Ⅸ -

Ⅸ -

Ⅸ -

東京都中央区八丁堀3-4-10京橋北見ビル東館6階 03-5440-6678

Ⅸ．Ⅰ～Ⅷ以外の業種

＜グループ構成員記入用リスト＞Ⅸ．Ⅰ～Ⅷ以外の業種（畳、瓦、襖等の住宅資材の供給事業者等）

構成員
番号

所在地 電話番号

東京都中央区八丁堀3-4-10京橋北見ビル東館6階 03-5540-6678



＜様式３－１＞

年

◎、○
記入欄

○

◎

◎

○

◎、○
記入欄

a
①用材の寸法規格化や建材
　 の統一、標準仕様の設定 ○

②建材・資材調達の共同化
   や事務の合理化 ○

③生産の合理化等に向けた
   委員会等の検討実施体制 ○

④生産の合理化等に向けた
   事務局の役割 ◎

b.
①グループの信頼性向上に
   向けた施工基準の整備 ◎

②グループの信頼性向上に
   向けた検査ルールの設定 ◎

③グループの信頼性向上に
   向けた見積・積算のルー
　 ル化

◎

④グループの信頼性向上に
   向けたその他の具体的
   取組

◎

※）

事務局が定めた見積様式を使用して、わかりやすい表示を行う。

流通時の納品伝表、証明書により確認を行う。
完了時は住宅瑕疵保険の保険書の写しを提出を義務付ける。

その他
   ※上記項目以外でグループ独自
　　   のルール・目標があれば記入
        してください。

行の高さについては記載する文章の長さなどにより適宜、調整して下さい。

地域型住宅の規格・仕様を制定し、設計に活用する。

グループとしてネットワークを拡大して共同で仕入れ価格を工夫していく。

定期定期に理事会・委員会を開催して施工・技術・生産の検討会を開催していく。

中心的な役割として、組合員の支援を行う。

グループ内で統一した流通経路を構築することで、効率のよい生産体制を構築する。
グループとして安定した供給体制の整備の為、定期的に開催している理事会にて、行政や関係団体と連絡を取りながら情報交換・共有を
行い、収集した情報は内外へと公開していく。

組合が定めた施工基準に基づいた高品質な施工。
住宅瑕疵保険に加入し、現場検査を行い瑕疵についての確実な履行。
工務店サポートセンター指定の工事管理台帳を使った施工箇所の記録と施工仕様への対応の確認。

④ ①～③の背景

亜熱帯気候に属し、高温多湿な気候が長く続き夏の日射が強い。
平均風速は5m/s程度であり、自然風を取り入れる開放的な民家や歴史的町並みが残っている。
地震係数は最低の0.7だが、実際は全国平均的の地震が発生し、被害が生じる可能性がある。
戦後からはコンクリート住宅が主であり、住宅に使用できる木材の生産体制が構築できない
九州地方の木材は生産体制がしっかりしており、安定して品質の高い木材供給が可能。

⑤その他
　※上記項目以外でグループ独自
　　　のルール・目標があれば記入
       してください。

イ．効率的な住宅生産体制の整備

【平成27年度対応方針】

①地域の気候・風土等に根差し
   た地域型住宅の重視する性能

次世代省エネ基準、長期優良住宅、ゼロエネルギー住宅

②地域の気候・風土等に根差し
   た地域型住宅の建て方や様式

地域材を使用した木造住宅

③地域の気候・風土等に根差した
　 地域型住宅のデザインルール

主要構造材において地域材の過半の使用を義務付ける。羽柄材にも過半の材は地域材を使用する。
遮熱材を使用し、自然風を取り入れる間取りを検討する。

３．過去のブランド化事業採択グループ番号（必須） 04-0181-0476

４．地域型住宅グリーン化事業のねらいに対する取り組み　※記入した内容において「必ず実施する取組み」の場合は◎印、「グループが目指す目標」の場合は○印を右欄に記入してください。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 ※住宅と建築物（非住宅）の両方を申請する場合において、取り組みに違いがある場合は、その旨を具体的に記入してください。

ア．特徴ある地域型住宅の目標設定

【平成27年度対応方針】

２．グループの名称・結成年（必須）
(グループの名称） （結成年）

沖縄木造住宅協同組合 2009

＜地域型住宅グリーン化事業に対する取り組み＞

１．地域型住宅の名称・対象地域（必須）
（地域型住宅の名称） （地域型住宅供給対象地域）

沖縄パッシブ住宅 沖縄県



＜様式３－２＞

年

◎、○
記入欄

a
①住宅履歴情報の共通管理
   診断・点検方法の共通化 ◎

②メンテナンス・リフォーム
   基準の整備 ◎

③住まいの管理・DIY相談会
   体験会などの実施 ◎

④グループ内における維持
   管理検討委員会等の設置 ○

b
①グループ構成員の倒産廃
   業時のバックアップ体制 ○

②グループ独自の瑕疵担保
   ルールの整備 ◎

◎、○
記入欄

a
①未経験工務店等への施工
   技術研修会等の開催 ◎

② ①の研修会等の実施内容
   とその開催頻度 ○

③総合的な需給計画の策定
   等の中長期的な取組 ◎

④ ③に基づく業種ごとの合
   理化への取組 ○

b
①省エネ技術講習会への参
   加目標人数 ◎

②省エネ技術講習会への参
   加促進のための取組 ◎

ｃ
①新たな技術等の導入や開
   発の検証のための方法 ○

②新たな技術等の導入や開
   発に向けた実証実験の実
   施等

○

※）

その他
   ※上記項目以外でグループ独自
　　   のルール・目標があれば記入
        してください。

行の高さについては記載する文章の長さなどにより適宜、調整して下さい。

理事会により中長期（2年～5年）の取組計画を検討していく。

業種ごとに協力会を発足して、取組計画に基づいて取り組みを実施していく。

すべての組合員がすでに受講しているため、新規の組合員があった場合に講習会の受講を促す。

事務局より案内を行い、参加の確認を行う。

他のメーカーや構成員などを招いて技術提供を依頼し、検証が行える組合員をマッチングさせる。

新しい技術を導入した事例の研修会などを、組合員を対象として実施する。

その他
　※上記項目以外でグループ独自
　　  のルール・目標があれば記入
       してください。

エ．グループの技術力の向上

【平成27年度対応方針】

設計実務に関する研修会や施工に関する研修会を実施する。
省エネ技術の適合技術を勉強できる機会を事務局として設ける。

組合員が講師として研修を行い、定期的に外部から講師を招き講義を行う。
3ヶ月に一度の開催を目標とする。

JBNの指定書式を活用して住宅履歴情報・診断・点検方法を共通化する。

維持管理計画書の提出と指定図書を住宅履歴情報として「いえもり・かるて」（情報サービス機関）に蓄積。
指定期間（1年・2年・5年・10年・15年・20年・30年）の点検の実施と完了報告の義務化。
住宅引渡時にお施主様に日常の清掃とお手入れが重要であることを「JBN住まいの管理手帳」を使用して説明する。

組合員により定期的な相談会を実施する。

理事会に定期的な相談会を実施する。

廃業工務店がでた場合、事務局より以後のメンテナンスを行う工務店をお施主様に対して紹介を行う。

すべての住宅に住宅瑕疵担保保険の加入を義務化。

３．過去のブランド化事業採択グループ番号（必須） 04-0181-0476

４．地域型住宅グリーン化事業のねらいに対する取り組み　※記入した内容おいて「必ず実施する取組み」の場合は◎印、「グループが目指す目標」の場合は○印を右欄に記入してください。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 ※住宅と建築物（非住宅））の両方を申請する場合において、取り組みに違いがある場合は、その旨を具体的に記入してください。

ウ．長期にわたる住宅メンテナンス体制の整備

【平成27年度対応方針】

２．グループの名称・結成年月（必須）
(グループの名称） （結成年）

沖縄木造住宅協同組合 2009

＜地域型住宅グリーン化事業に対する取り組み＞

１．地域型住宅の名称・対象地域（必須）
（地域型住宅の名称） （地域型住宅供給対象地域）

沖縄パッシブ住宅 沖縄県



＜様式３－３＞

年

◎、○
記入欄

a ①地域材ごとの使用部位
　 （必須） ◎

②地域材ごとの1棟当たりの
　 使用量とその占める割合
   （必須）

◎

地域材利用に関する共通
ルール（必須） ◎

地域材の流れ（フロー図）など
グループの取組に関する補足
説明

b ①地域材の在庫量や価格情報
   を把握・共有のための仕組 ○
②グループ全体における地域
　 材の需給予測

c ①-1 畳の活用 ○

①-2 和瓦の活用 ○

①-3 襖の活用

①-4 障子の活用 ○
②その他地域の伝統的な素材
　 や意匠の活用

d ①地域の伝統的なデザイン
　 を継承する取組 ○
②地域の住まい方の継承に
   つながる取組

③地域の街並み形成へ寄与
   する取組 ○
④和の住まいの要素を取入
   れた取組

◎、○
記入欄

◎

認定低炭素住宅

ｾﾞﾛ・ｴﾈﾙｷﾞｰ住宅

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

※） 行の高さについては記載する文章の長さなどにより適宜、調整して下さい。

その他

【平成27年度対応方針】

東日本大震災の復興に資する取組

協力要請があれば、組合員が協力して積極的に要請に取組む。

グループが取組む木造住宅・建築物の特徴
　※この項目は、高度省エネ型、優良建築物型を申請するグループのみ記入してください。
　※申請に係る認定低炭素住宅、ゼロ・エネルギー住宅、優良建築物型の性能や特徴等について記入してください。

沖縄独自の民家などのデザインを受け継ぐ設計を検討していく。

地区計画など地域の街並みに合わせた家づくりを行う。

その他
　※上記項目以外でグループ独自
　　  のルール・目標があれば記入
       してください。

沖縄独自のビーグ畳の活用も検討する。

沖縄独自の赤瓦の活用も検討する。

沖縄独自の月桃紙の活用も検討する。

主要構造材
羽柄材

主要構造材　→　地域材の使用量の割合は過半以上
羽柄材　→　地域材の使用量の割合は過半以上

主要構造材において地域材の過半の使用を義務付ける。
羽柄材にも過半の材は地域材を使用する。

鹿児島県・宮崎県の供給事業者　→　沖縄県の施工事業者

事務局が他県の構成員より情報取集・整理を行い、県内の組合員へ発信を行う。

３．過去のブランド化事業採択グループ番号（必須） 04-0181-0476

４．地域型住宅グリーン化事業のねらいに対する取り組み　※記入した内容において「必ず実施する取組み」の場合は◎印、「グループが目指す目標」の場合は○印を右欄に記入してください。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※住宅と建築物（非住宅））の両方を申請する場合において、取り組みに違いがある場合は、その旨を具体的に記入してください。

オ．地域の産業・住文化・景観等への寄与

【平成27年度対応方針】

２．グループの名称・結成年月（必須）
(グループの名称） （結成年）

沖縄木造住宅協同組合 2009

＜地域型住宅グリーン化事業に対する取り組み＞

１．地域型住宅の名称・対象地域（必須）
（地域型住宅の名称） （地域型住宅供給対象地域）

沖縄パッシブ住宅 沖縄県

・取り組んだことのない組合員が多いため、取り組みやすい仕様として計画を作成。

・経験のある組合員より技術提供を行い、取り組みを行う。

・ｴﾈﾙｷﾞｰ削減率は114.8％

・暑さを防ぐため省エネ等級4相当

・請負・建売ともに使用できる形態として、導入拡大を目指しています。

・取り組んだことのない組合員が多いため、取り組みやすい仕様として計画を作成。

・経験のある組合員より技術提供を行い、取り組みを行う。

・暑さを防ぐため省エネ等級4相当

・請負・建売ともに使用できる形態として、導入拡大を目指しています。


